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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第16期

第１四半期連結
累計期間

第17期
第１四半期連結

累計期間
第16期

会計期間

自平成26年
７月１日
至平成26年
９月30日

自平成27年
７月１日
至平成27年
９月30日

自平成26年
７月１日
至平成27年
６月30日

売上高 （千円） 726,376 978,805 4,396,350

経常利益又は経常損失（△） （千円） △10,898 101,513 339,163

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） △10,287 63,811 199,828

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △10,287 60,722 198,017

純資産額 （千円） 854,960 1,077,550 1,042,762

総資産額 （千円） 2,065,799 2,604,092 2,530,971

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は四半期損失金額（△）
（円） △2.04 12.66 39.65

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － 39.64

自己資本比率 （％） 41.3 41.4 41.0

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第16期第１四半期連結累計期間は潜在株

式は存在するものの１株当たり四半期純損失金額であるため、第17期第１四半期連結累計期間については、

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益又は四半期純損失」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利

益又は親会社株主に帰属する四半期純損失」としております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　　　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策や金融政策の効果などから、景気は緩やか

に回復基調が続いているものの、依然として海外経済の下振れリスクなどにより、その先行きは不透明な状況が続

いております。

　このような状況の中、当社グループは、IT事業、建機販売事業を基盤に、太陽光発電（ソーラー）事業に注力し

て、グループ全体の業績向上に努めてまいりました。

その太陽光発電(ソーラー)事業につきましては、前年同四半期比において、分譲ソーラー発電所をはじめ保有案

件のクロージング件数が増え、売上高の大幅な増加による利益を確保することができました。

今後の更なる成長のため、引き続き、太陽光発電（ソーラー）事業において、受注から建設工事の施工、その後

の保守メンテナンス、IT技術を活かした遠隔監視など当社グループの強みである独自のワンストップサービスを基

軸に市場競争力を向上させて、グループ全体の業績向上に努めてまいります。

　これらの結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は978,805千円（前年同四半期比34.8％増）、営業利益は

105,539千円（前年同四半期比430.5％増）、経常利益は101,513千円（前年同四半期は経常損失10,898千円）、親

会社株式に帰属する四半期純利益は63,811千円（前年同四半期は親会社株式に帰属する四半期純損失10,287千円）

となりました。

 

　セグメントの業績は、次のとおりであります。

　なお、前第２四半期連結会計期間より、セグメント利益（損失）の算定方法を変更しており、以下の前年同四半

期比較については、前年同四半期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。

 

１．IT事業

　当社主力製品「Knowledge Market」、MS事業におけるライセンス販売、SI、運用保守等により、売上高20,943千

円（前年同四半期比61.2％減）、セグメント損失6,561千円（前年同四半期はセグメント利益19,409千円）となり

ました。

２．建機販売事業

　WWB株式会社（以下、「WWB」という）において、建機を国内及び海外に販売した結果、売上高75,032千円（前年

同四半期比58.8％減）、セグメント損失14,854千円（前年同四半期はセグメント損失1,472千円）となりました。

３．太陽光発電（ソーラー）事業

　ソーラーパネル及び関連製品を販売した結果、売上高882,828千円（前年同四半期比80.1％増）、セグメント利

益192,490千円（前年同四半期比307.4％増）となりました。
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当社グループが対処すべき当面の課題は、「当社株式の監理銘柄（審査中）指定の解除」であります。

 

１．監理銘柄（審査中）指定の理由

当社は、平成23年11月29日から平成27年６月30日までを期限とする「合併等による実質的存続性の喪失」に係る

猶予期間に入っておりましたが、上場審査基準に準じた基準に適合しているかどうかの審査に係る申請（以下「当

該審査申請」といいます。）時に提出が制度上義務付けられている幹事取引参加者による確認書（以下「当該確認

書」といいます。）の作成までには至らず、猶予期間最終日である平成27年６月30日までに株式会社東京証券取引

所（以下「東証」といいます。）に対し、当該審査申請を行うことができませんでした。

　そのため、当社の株式は、平成27年７月１日付で東証より監理銘柄（確認中）に指定され、当社が、猶予期間終

了後最初の有価証券報告書を提出する日から起算して８日目（休業日を除外する。）の日までに当該審査申請を行

わなかった場合には、当社の株式の上場廃止が決定されるところでありました。

　しかしながら、このたび、平成27年10月９日付で幹事取引参加者として、エイチ・エス証券株式会社により当該

確認書が作成・提出されたことに伴い、当社は同日付で東証が定める有価証券上場規程第605条第２項に基づく当

該審査申請を行ったため、東証により監理銘柄（審査中）に指定されました。

 

２．監理銘柄（審査中）指定期間

平成27年10月９日から東証が当社の株式について上場廃止基準に該当するかどうか認定した日まで。

 

３．今後の対応

当社は、今後も引き続き、東証マザーズ市場における上場を維持していくため、監理銘柄（審査中）の指定を解

除できるよう全力を尽くしていく所存であります。

　当社グループは、上記の課題を克服するとともに、引き続き、更なる事業の拡大とグループ全体の業績向上を図

ることで、企業価値の増大を目指してまいります。

 

(3) 研究開発活動

　該当事項はありません。

 

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　再生可能エネルギー業界におきましては、発電設備の接続申込みに対し、数社の電力会社において回答保留が生

じているほか、接続検討の期間が長引く等の影響が続く中、新たに固定価格買取制度の運用見直しが行われ、市場

環境が急激に厳しさを増しております。

　しかしながら、再生可能エネルギー事業は、国の政策としての継続性が確保され、成長事業分野として今後も拡

大するものと考え、当社グループにおきましては、足元の受注状況が好調なこと及び今後も受注の増加が見込まれ

ることから、引き続き、IT事業、建機販売事業を基盤に、太陽光発電（ソーラー）事業に注力して、受注から建設

工事の施工、その後の保守メンテナンス、IT技術を活かした遠隔監視など当社グループの強みである独自のワンス

トップサービスを基軸に市場競争力を向上させて、グループ全体の業績向上、事業拡大に注力してまいります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 12,937,600

計 12,937,600

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成27年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,040,911 5,040,911
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株式数

100株

計 5,040,911 5,040,911 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年７月１日～

平成27年９月30日
－ 5,040,911 － 655,683 － －

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、①「発行済株式」の状況は、直前の基準日（平成27年６月30日）に基づく

株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 　普通株式　　　　900 － －

完全議決権株式（その他） 　普通株式　5,029,600 50,296 －

単元未満株式 　普通株式　　 10,411 － －

発行済株式総数 5,040,911 － －

総株主の議決権 － 50,296 －

 

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

リアルコム株式会社

東京都品川区東品川２

－２－４　天王洲

ファーストタワー５Ｆ

1,100 － 1,100 0.02

計 － 1,100 － 1,100 0.02

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年７月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、監査法人アヴァンティアによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年６月30日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 406,528 515,923

受取手形及び売掛金 524,915 467,073

商品 263,389 347,237

販売用不動産 332,843 144,920

仕掛品 336,150 386,772

貯蔵品 45 94

その他 239,295 347,184

貸倒引当金 △10,485 △10,435

流動資産合計 2,092,683 2,198,771

固定資産   

有形固定資産 189,392 170,934

無形固定資産   

ソフトウエア 9,104 8,545

のれん 52,085 47,745

その他 102 102

無形固定資産合計 61,291 56,392

投資その他の資産   

関係会社長期貸付金 395,471 388,484

関係会社長期未収入金 39,141 38,757

その他 142,532 132,784

貸倒引当金 △389,542 △382,033

投資その他の資産合計 187,603 177,993

固定資産合計 438,287 405,320

資産合計 2,530,971 2,604,092

負債の部   

流動負債   

買掛金 435,866 389,282

短期借入金 194,432 315,700

1年内返済予定の長期借入金 121,792 54,550

未払金 15,968 25,285

未払法人税等 44,678 73,372

前受金 161,240 357,416

その他 153,492 83,526

流動負債合計 1,127,471 1,299,132

固定負債   

長期借入金 268,595 132,838

その他 92,142 94,571

固定負債合計 360,737 227,409

負債合計 1,488,208 1,526,542

純資産の部   

株主資本   

資本金 655,683 655,683

利益剰余金 383,065 421,677

自己株式 △362 △433

株主資本合計 1,038,386 1,076,927

新株予約権 1,286 622

非支配株主持分 3,088 －

純資産合計 1,042,762 1,077,550

負債純資産合計 2,530,971 2,604,092
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年７月１日
　至　平成26年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年７月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 726,376 978,805

売上原価 559,211 690,948

売上総利益 167,164 287,856

販売費及び一般管理費   

役員報酬 14,899 26,850

給料 45,578 58,304

支払手数料 22,345 30,907

減価償却費 1,183 922

のれん償却額 4,340 4,340

その他 58,922 60,992

販売費及び一般管理費合計 147,270 182,316

営業利益 19,893 105,539

営業外収益   

受取利息 169 442

為替差益 － 3,680

その他 174 22

営業外収益合計 344 4,146

営業外費用   

支払利息 3,199 3,430

支払手数料 90 3,496

為替差損 27,607 －

持分法による投資損失 239 1,237

その他 － 7

営業外費用合計 31,136 8,171

経常利益又は経常損失（△） △10,898 101,513

特別利益   

有形固定資産売却益 4,800 －

新株予約権戻入益 783 664

特別利益合計 5,583 664

特別損失   

固定資産売却損 － 124

特別損失合計 － 124

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△5,314 102,053

法人税、住民税及び事業税 2,084 29,939

法人税等調整額 2,888 11,391

法人税等合計 4,972 41,330

四半期純利益又は四半期純損失（△） △10,287 60,722

非支配株主に帰属する当期純損失（△） － △3,088

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△10,287 63,811
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年７月１日
　至　平成26年９月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年７月１日
　至　平成27年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △10,287 60,722

四半期包括利益 △10,287 60,722

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △10,287 63,811

非支配株主に係る四半期包括利益 － △3,088
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成25年９月13日）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分

から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累

計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

　　保証債務

　次の関係会社等について、金融機関からの借入に対し債務保証を行っております。

 

前連結会計年度
（平成27年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

常陽パワー株式会社（借入債務） 141,600千円 常陽パワー株式会社（借入債務） 138,840千円

常陽パワー株式会社（リース債務） 60,180 常陽パワー株式会社（リース債務） 49,747

計 201,780 計 188,587

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれん償却額は、

次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日）

減価償却費 10,557千円 7,118千円

のれん償却額 4,340 4,340

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成26年７月１日 至平成26年９月30日）

１．配当金支払額

　該当事項はありません。

 

　　２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成27年７月１日 至平成27年９月30日）

　　１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年９月25日
定時株主総会

普通株式 25,199 5.00 平成27年６月30日 平成27年９月28日 利益剰余金

 

　　２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自 平成26年７月１日 至 平成26年９月30日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 ＩＴ事業 建機販売事業
太陽光発電事

業
合計

調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

売上高       

外部顧客への売上高 53,974 182,313 490,088 726,376 － 726,376

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － － －

計 53,974 182,313 490,088 726,376 － 726,376

セグメント利益又は損失

（△）
19,409 △1,472 47,249 65,186 △45,292 19,893

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△45,292千円は、のれんの償却額△4,340千円及び各報告セグメント

　　　　　に配賦されない全社費用△40,951千円であります。全社費用は主に管理部門で発生した経費です。

　　２．セグメント利益又は損失は四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自 平成27年７月１日 至 平成27年９月30日）

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 ＩＴ事業 建機販売事業
太陽光発電事

業
合計

調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

売上高       

外部顧客への売上高 20,943 75,032 882,828 978,805 － 978,805

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － － －

計 20,943 75,032 882,828 978,805 － 978,805

セグメント利益又は損失

（△）
△6,561 △14,854 192,490 171,074 △65,535 105,539

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△65,535千円は、のれんの償却額△4,340千円及び各報告セグメント

　　　　　に配賦されない全社費用△61,194千円であります。全社費用は主に管理部門で発生した経費です。

　　２．セグメント利益又は損失は四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　　組織変更等に伴い、各事業セグメントに配賦していた本社費用の負担を実態に合わせ、前第２四半期連結会

計期間より、全社費用としてセグメント利益の「調整額」として計上する方法に変更しております。

　これに伴い、比較情報として開示する前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の方針により

　組替えております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年７月１日
至　平成26年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年７月１日
至　平成27年９月30日）

(1)１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四

半期純損失金額（△）
△2円04銭 12円66銭

（算定上の基礎）   

親会社株式に帰属する四半期純利益金額又は四

半期純損失金額（△）（千円）
△10,287 63,811

普通株式に係る親会社株式に帰属する四半期純

利益金額又は親会社株式に帰属する四半期純損

失金額（△）（千円）

△10,287 63,811

普通株式の期中平均株式数（株） 5,040,307 5,039,792

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

― ―

(注１)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、第16期第１四半期連結累計期間は、潜在株式は存在す

るものの１株当たり四半期純損失金額であるため、第17期第１四半期連結累計期間については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成27年11月12日

リアルコム株式会社

取締役会　御中
 

監査法人アヴァンティア
 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 小笠原　　　直　　印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 戸　城　秀　樹　　印

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているリアルコム株式

会社の平成27年７月１日から平成28年６月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平
成27年９月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年７月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連結財
務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期
レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、リアルコム株式会社及び連結子会社の平成27年９月30日現在の財政状
態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重
要な点において認められなかった。
 
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報　告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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